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１．研究の背景と目的 

世界の貧困層 40 億人、全人口の 65％１。この厳しい現実を前に、新たなアプローチへの

関心が高まっている。それが市場ベース・アプローチであり、本研究の目的はその可能性

と課題を明らかにすることである。今日まで国際社会は、貧困削減に多大な努力を払い続

け、過去 50 年ほどの間に、日本の国家予算の約４年分に匹敵する 2.5 兆ドル以上を費や

してきた(Lodge and Craig, 2006b)。それにもかかわらず、世界の半数以上の人々が、今な

お貧困に苦しんでいるという現実がある。 

この意味するところは何か。これまで行なわれてきた貧困削減への取組み（構造調整融

資､開発援助、債務放棄、教育振興、人口増加の抑制といった処方箋）は、期待されたほど

の成果を挙げていないということである。国際機関と先進国政府による開発援助や、非政

府組織による貧困削減への取り組みは、決して否定されるものではない。とはいえ、従来

からのアプローチだけでは不十分であり、新たな解決策が求められている。 

何事においても、これまでやってきたやり方がうまくいかない場合には、対処の仕方は

２つある。一つは、これまでのやり方をより一層工夫して、なんとか成果が出るようにす

る。もう一つは、これまでのやり方とはまったく異なるやり方を考え出す。貧困削減への

市場ベース・アプローチは後者である。過去 50 年間にわたる開発援助の失敗の歴史を振り

返ると、明らかに後者のアプローチの必要性が示唆される。 
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2000 年の国連ミレニアム・サミットで国際社会は強い決意を表明し、2015 年までに世界

の貧困層を半減させるという目標を掲げた。そこで、貧困削減のために効率的で持続的な

変革のエージェントとして、多国籍企業に光があてられる。営利追求を目的とする多国籍

企業こそが、慈善活動としてではなく本来の事業として、効率的、効果的に貧困削減に貢

献できると期待されるようになっている。 

 本研究でのリサーチ・クエスションは３つ。「貧困削減への市場ベース・アプローチに関

心と期待が高まってはいるものの、はたして実際に、どの程度の実効性があるのだろうか」、

「日本企業の潜在的能力と可能性は、どの程度であろうか」、「日本企業にとって、今後の

課題は何か」である。本稿では、これらの問いへの答を探る。 

 

２．市場ベース・アプローチの可能性と意義 

市場ベース・アプローチの鍵は、「人はインセンティブに反応する」という最も基本的な

経済原理にある。元世界銀行エコノミストのウィリアム・イースタリーは、これまで試み

られてきた貧困解決策のことごとくが失敗に終わっている原因は、人はインセンティブに

反応するという最も基礎的な経済学の原理に反していることにあると指摘する(Easterly, 

2001)。このインセンティブの提供に最も長けているのが、他ならぬ多国籍企業であろう。

とはいえ、貧困削減に多国籍企業が何らかの役割をはたし得るなどとは、これまで考えら

れもしなかったことであり、むしろ逆であった。発展途上国から搾取する悪の元凶として、

長らく多国籍企業は避難されてきたのである。 

しかし時代は常に変化する。多国籍企業のもつ多様で豊富な経営資源、活動規模、活動

領域を活用した、従来の方法とは異なった貧困削減のための新しいビジネス・モデルへの

期待が高まっている(Lodge, 2002a; Prahalad and Hammond, 2002a; Rangan, et al., 

2007; Hammond, et al., 2007; United Nations Development Programme)。すでに国連開

発計画（UNDP）は、Growing Sustainable Business (GSB)を開始２。途上国の貧困削減を

目的として、多国籍企業に加えて国際機関、現地政府、NGO の参加協力を得て、ビジネス

手法を使った貧困削減へのアプローチを試みている。この UNDP に加え、USAID、CSR 

Europe といった公的セクターも、積極的な取り組みを始めている。また経済産業省も、2009

年、研究会をスタートさせ３、「途上国社会課題解決型ビジネス・ミッション派遣事業」を

計画し、日本においても、いよいよと取り組みが本格化したところである。 

とはいえ、世界人口の半数をはるかに超える貧困層の存在という厳しい現実を前に、多

国籍企業は、はたして実際に、いかなる役割をどの程度はたすことができるのであろうか。

この「多国籍企業による貧困削減」というアイディアは非常に魅力的であり、これまでに

ない解決策として期待がもてる。とはいえ、実効性には大きな疑問符がつく。多国籍企業

がスラム街でビジネスをしているという具体的なイメージを、はたして描けるのであろう

か。 

そこで、「賢者は歴史に学び、愚者は経験に学ぶ」という諺にならって、過去を振り返っ
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てみよう。それまで否定的に扱われる、あるいは関心が払われることのなかった問題が、

後に経営課題の中核にくるということは、過去に幾度もあった。例えば、環境問題は、ビ

ジネスの足を引っ張る厄介者として扱われてきたが、現在では環境問題への挑戦こそが、

新しい成長につながると認識されるようになっている。企業が主体となり市場メカニズム

によって解決しようとする取り組みが進められ、そこから環境ビジネスが生まれた。今日

では「環境はビジネスになる」というのが産業界に共通の認識であろう。 

また慈善事業の一環としてしか考えられていなかった企業の社会的責任(CSR)は、いまで

は企業経営の中核的課題になり、多くの企業が CRS を担当する部署を設置している。そし

てグローバル企業のランキングには、CSR インデックスも加味されるまでになっている(ニ

ューズウィーク日本版, 2007)。 

こうした過去の例から考えると、企業が利益追求という本来の行動原理に即してビジネ

スを行なう中で、貧困問題の解決に取り組むということが、今後、多国籍企業の中核的課

題になる可能性は十分に考えられる。環境ビジネスと同様に、「貧困削減はビジネスになる」

という認識が産業界で共有されるようになると考えても、あながち夢物語とはいえないで

あろう。持続可能なグローバル企業として、利益を上げつつ、世界の貧困層の生活レベル

を向上させ、後世のために生態系の健全性を守るビジネスを創造するという民間主導の開

発アプローチが着目されている(Stuart, 2005)。 

これは、多国籍企業研究にとって最重要の課題といえる。われわれ先進国に住む者にと

って、環境問題ほどには、貧困問題を身近に感じること出来ない。そのため、どうしても

無関心になりがちであり、解決に向けての取組みを後回しにしてしまう。このようなわれ

われに対して、プラハラッドは次のように問いかける(Prahalad and Hammond, 2002a)。

「40 億人が苦しむ貧困の削減に取り組むこと以上に、差し迫った課題はあるのだろうか。

多国籍企業は、豊富な技術、能力、資源をもっている。それを、本当に求めている人々の

ために使わずに、物で溢れている人々に、従来製品のバリエーションを増やして、さらに

売りつけようと努力することに、はたして説得力があるのであろうか」と。 

学会の中だけで行なわれている、ほとんど社会との接点のないテクニカルな研究の精緻

化をめぐる議論を超えて、人類に差し迫った課題の解決に取り組むことは、多国籍企業研

究の大きな意義であろう。 

 

３．市場ベース・アプローチの具体像 － BOP ビジネス  

市場ベース・アプローチの特徴は、多国籍企業のもつ多様で豊富な経営資源、活動規模、

活動領域を活用し、「人はインセンティブに反応する」という最も基本的な経済原理にのっ

とって貧困層にアプローチすることにある。 

すでに、このようなアプローチは欧米企業によって試みられてきており、BOP ビジネス

として認知、評価されようになっている。従来の広く共有された見方では、貧困層には購

買力などなく、もっぱら援助すべき対象として捉えられており、ニーズをもったマーケッ
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トとして考えられることは皆無であった。多国籍企業からすると、40 億人の貧困層は、慈

善事業や社会貢献の対象として考えることはあっても、決して顧客とはなり得なかった。 

このような一般的な見方に対して、貧困層を Bottom of the Pyramid (BOP)と名づけ、新

しいマーケットとして貧困層を捉える見方が提唱された(Prahalad and Hammond, 2002a; 

Prahalad, 2002)。ちなみに現在は、Bottom に代わって Base が使われるようになっている

(Hammond, et al, 2007)。 

この BOP という考え方は、Prahalad と Stuart によって 1998 年に着想され、それまで

まったく相手にされることのなかった年収 2,000 ドル以下、つまり一日５ドル以下の所得

で暮らす約 40 億の人々 (世界の人口のおよそ 65％)を巨大市場に変えることで、多国籍企

業にとってさらに成長する機会が開けると論じたのである。援助すべき貧困者を、購買力

をもった消費者に変える。これによって、40 億人という大きな成長の可能性を秘めた巨大

マーケットが出現する。まさに一石二鳥。貧困層の削減という朗報と共に、巨大市場の出

現という、なんとも魅力的なシナリオを描き、BOP 市場の開拓が、多国籍企業の新たな成

長戦略であると主張した。このような BOP ビジネスの過去 10 年ほどの進展プロセスにつ

いては、菅原（2007）が詳しく論じている。 

こうして BOP ビジネスが広く認識されるようになるにしたがって、その捉え方にも変化

とバリエーションが生じてきた。もともとの BOP ビジネスは、「貧困層固有のニーズを見

つけ出し、そのニーズを満たすための製品・サービスを、これまで先進国市場では考えつ

かなかったような方法で提供する」というものである。新しい視点とアプローチによって

BOP を顧客に変え、その結果として BOP で価値を創造し、貧困層の所得向上へとつなげ

る。これが「利益を通じて貧困を撲滅する」という BOP ビジネスのシナリオである（図１ 

参照）。 

図１：BOP ビジネスのシナリオ: ピラミッドからダイアモンドへ 
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（資料）Prahalad (2002)に筆者加筆、作成。 

 

ここから今日では、より広義に BOP ビジネスを捉える方向で議論が進展してきている。

貧困層市場で企業が利益を上げると同時に、貧困層の抱える社会的課題の解決を図るビジ

ネスである。ここでは、必ずしも貧困の削減に限定されてはいない。貧困層に所得をもた
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らさず、直接的に貧困削減に寄与しているとはいえないものの、貧困層の直面する課題の

解決に役立っている事例が数多く BOP ビジネスとして取り上げられ、論じられている。   

つまり、「企業利益と社会利益の同時実現」というのが最近論じられている広義の BOP ビ

ジネスである。 

日本の経済産業省もこの立場をとり、BOP ビジネスを「途上国社会課題解決型ビジネス」

と呼んでいる。「新市場の開拓と貧困削減の同時実現」から出発した BOP ビジネスは、貧

困削減というよりは、貧困層の抱える社会的な課題全般を解決するビジネスへと拡大して

きている。 

BOP ビジネスは、企業の中核事業とは無縁の慈善事業として展開されるものではなく、

まさに企業の中核事業の一環として、貧困層の人々をパートナーとして展開される点に特

徴がある。「企業が本業を通じて社会に貢献する」という点において、従来にはない 21 世 

紀型ビジネス・モデルと呼べるであろう。事業外の位置付けで、社会に貢献する活動に取

り組むのではなく、中核事業が結果的に社会に貢献するのである。 

ここで一つ日本企業における認識不足を指摘しておこう。日本企業では、ほぼ例外なく

CSR 担当部署が、BOP ビジネスをあつかっており、したがって CSR の一環として BOP

ビジネスをとらえる傾向が強い。これは明らかに BOP ビジネスへの誤解である。BOP ビ

ジネスは、新規市場開拓部門や国際事業部門が担うべきもので、中核事業としての位置づ

けなくして成果をあげられるほど、BOP ビジネスはあまくはない。スラム街でビジネスを

行い利益をあげるためには、CSR の一環としてでは太刀打ちできなく、あくまでも利益追

求を目的とした中核事業でなければ不可能であろう。 

利益と社会貢献というこれまでは反対方向に向いていると考えられてきた２つのベクト

ルを、一つに融合させようとするのが BOP ビジネスの真価である。ドイツ人哲学者ヘーゲ

ルが、テーゼ（命題）とアンチテーゼ（反対命題）という正反対の力が統合されることが

歴史の進歩だと、すでに喝破しているように、多国籍企業による利益と社会貢献の同時追

求が、21 世紀の進歩になるであろう。「企業と貧困社会が共に発展するビジネス」が BOP

ビジネスである。 

 

４．BOP ビジネスの特徴と斬新性 

国際社会からのこれまでの援助は、おびただしい数の汚職と腐敗をうみ出し、援助を真

に必要とする貧困層には行き渡らない場合が多々あった。その結果、巨額の債務だけが残

される結果となっている。先進国の私達の税金が、援助を実際に必要とする人々に届いて

いないのではないかという疑念は絶えなかった。このような失望的な現実から明らかにな

ったことは、政府や国際援助機関といった公的セクターだけに任せていては、貧困の削減

は難しいということである。 

多国籍企業に敵対してきた NGO は、これまで政府援助と企業からの寄付こそが貧困削

減の唯一の策とみなしてきた。しかし、今日では貧困層世界でのベンチャー事業を一つの
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有望な方策と考え始めている。非営利の公的セクターでは貧困の削減は遅々として進まな

いので、営利追求を目的とする多国籍企業こそが、慈善活動としてではなく本来の事業と

して、貧困削減に貢献できると期待されるようになっている。 

しかし、これだけではスタンダードな経済学の枠組みの域を出てはいなく、なんら新し

い試みとはいえない。つまり経済学の基本的枠組みは、よく知られているように「市場対

政府」というツーセクター・フレームワークである。これは、政府の失敗を市場が補い、

市場の失敗を政府が補うというものである。多国籍企業による市場ベース・アプローチへ

の着目は、基本的に、この経済学の枠組みに添っている。過去 50 年間に渡る公的アプロー

チが失敗しているので、今度は市場原理による多国籍企業からのアプローチを試みようと

いうことである。政府が失敗したので、今度は民間に任せて市場の力によって解決を図ろ

うということになる。 

とはいえ、市場が十分に機能していない貧困層世界で 

は、市場ベースのアプローチは役に立たない。貧困層世

界は、市場が機能している先進国世界とはまったく異な

り、市場がほぼ存在しないか、あるいは十分に機能して

いない場合が数多く見受けられるからである。例えば、

1980 年代後半のメキシコでは、経済活動のおおよそ

30％から 40％がインフォーマル経済下で行なわれてお

り、その後も拡大し続けていると指摘されている(de 

Soto, 2000)。このような貧困層世界への進出には、従来

とは異なる方法が求められる。公共セクターからのアプ

ローチか、民間セクターからのアプローチかという、従

来からの２者択一的な思考の枠組みを越えなければな

らない。そこで着目されるのが、NGO に代表される市

民セクターとのパートナーシップである（図２参照）。 

すでに貧困層市場での成功事例の分析を通して、いくつかの成功要因が明らかにされて

きた。例えば、London and Hart (2004)は、以下の３つの要因を挙げている。 

 

成功要因１．これまでとは異なるパートナーとの関係を築く。 

成功要因２．解決方法を共同で考え出す。 

成功要因３．現地の能力を向上させる。 

 

これらを通して、多国籍企業のグローバルな社会的埋め込み能力(a global capability in 

social embeddedness)を向上させることが、貧困層市場での成功にとって重要であると論じ

ている。そして、西洋スタイルの経済発展パターンでは、貧困層市場では限界にぶつかる

と指摘している。また、Hammond, et al.(2007)は、貧困層市場で成功しているビジネスに

図２：フレームワークのシフト 
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は、以下の４つの基本的戦略が見出されるとしている。 

 

戦略１．BOP のニーズを満たすユニークな製品、サービス、技術によって、BOP 市場

に集中する。 

戦略２．フランチャイズや代理店方式によって、価値の創造を現地化する。 

戦略３．資金面や物理的側面において、商品やサービスの購入を可能にするビジネス・

モデルをつくる。 

戦略４．NGO や多様な利害関係者と、斬新なパートナーシップを構築する。 

 

これらの研究成果から明らかになる BOP ビジネスの成功と貧困脱出プロセスは、次のよ

うになる。 

現地起業家や NGO との斬新なパートナーシップの構築を通して、それまでは無視され

てきた貧困層固有の潜在的ニーズを発掘する。そのニーズを満たすために、現地の人々を

巻き込み現地に存在する知識や人脈を活用して、現地需要に特化した新製品・新サービス

を開発して提供する。それによって貧困層の人々に就業機会が提供され、所得の向上へと

つながる。貧困層の所得向上は、人々の購買力を増大させて新たな市場を出現させるので、

そこに新しいビジネスチャンスが生まれてくる。これがさらなる投資を呼び込んで成長を

もたらす、というポジティブなスパイラルの循環が生まれる。 

この成功モデルの第一の鍵は、これまでとは異なった斬新なパートナーシップの構築に

ある。ここでのパートナーは、現地政府、現地起業家、NGO、その他利害関係者と多岐に

わたっている。いずれにしても、従来、多国籍企業がパートナーとはみなしてこなかった

相手である。 

スタンダードな国際ビジネスのテキストでは、代表的な市場参入の方法として、100％出

資による新規設立、合弁事業による進出、合併・買収による進出が取り上げられている。

これらいずれの参入方法においても、出資比率にバリエーションはあるものの、パートナ

ーは他企業である。しかし貧困層市場の開拓には、これまでのように他企業をパートナー

とするのではなく、主として現地起業家や NGO とのパートナーシップの構築が成功の鍵

となる。そして現地の人々を巻き込んで、貧困層固有のニーズに合った製品・サービスの

提供を通して、現地で新しい付加価値を創造するのである。このことが所得の向上をもた

らし、貧困からの脱出を可能にする。これが「共創アプローチ」４と呼ばれる所以である。

このアプローチによる成功事例が数多く取り上げられるようになってきている。 

以下では、BOP ビジネスの成功例として取り上げられる主だった幾つかをみてみよう。

例えば、一日 1 ドル未満で暮らすバングラディッシュで、ノルウェーの通信電話会社テレ

ノール社と、米国投資家、日本の丸紅が、現地の起業家イクバル・カディーアに出資して、

グラミンフォン社を設立し、少額のプリペイド方式を採用してバングラディシュにおける

携帯電話の普及に成功した事例は良く知られている(Sullivan, 2007)。そしてグラミンフォ
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ン社からライセンス供与を受けて、スーダン人起業家のモ・イブラハムが、1998 年に通信

会社のセルテル社を設立。ザンビア、シエラレオネ、コンゴで通信事業を開始した。600 万

人の低所得層にターゲットを絞って事業を行ない、マラウイ、ガボン、チャド、ブルキナ

ファソ、ニジェール、ウガンダ、タンザニア、スーダン、ケニヤへと急拡大。従業員の 98%

は現地のアフリカ人であり、その多くが会社の株を所有している。ベンチャー企業からス

タートしたセルテル社は、短期間でアフリカのテレコム・ジャイアントへと急成長を遂げ

たのである５。 

またフランスの食品多国籍企業ダノン社は、バングラディッシュで、マイクロ・ファイ

ナンス機関のグラミン銀行と、50%ずつ出資して合弁企業を設立した。こうして出来たグラ

ミン・ダノン・フーズ社は、貧困層の顧客向けに、低価格で栄養価の高い(競合製品の 3 倍)

ヨーグルトの供給事業を始めた。そして、マイクロ・クレジットを活用して数頭の牛を飼

育している何百という現地の小規模農家から牛乳を調達してヨーグルトを生産。それを、

100%生物分解性のある容器につめて、やはりマイクロ・クレジットを活用して商売を始め

た街角のスタンドやキオスクの販売網を通して貧困層の顧客に提供している６。 

これら以外にも、多くの事例が挙げられている。マイクロソフトは NGO のプラザムと

提携してインド農村部でＰＣを販売している。インテルとインドのＩＴ企業ウィプロ・テ

クノロジーズ、ＨＣＬインフォシステムズも他の NGO と共同でインド農村部でのＰＣ販

売を進めている。ネスレは、コロンビア、ペルー、フィリピンで医療専門家や NGO と協

力して、栄養学と栄養補給食品に関する教育プログラムの貧困層への提供を開始している 

(Brugmann and Prahalad, 2007)。これら多様な BOP ビジネスは、①途上国市場開拓型、

②基礎生活分野開拓型、③既存事業改善型、④新事業育成型として、4 つの類型から考える

ことができる。 

このような多国籍企業と NGO や現地起業家が手を携えて、お互いに能力を補完しあい、

従来は考えられなかった「共創アプローチ」によって、貧困層世界を市場に変え、新しい

価値を生み出している事例に着目されるようになってきている。このことは貧困の削減あ

るいは貧困層の社会的課題解決に貢献すると同時に、企業に利益をもたらす。加えて、企

業が社会的に正当な存在であるということ、つまり社会的正当性(legitimacy)を訴えていく

ことにもつながっていくと期待されている(Lodge and Wilson, 2006a; Brugmann and 

Prahalad, 2007)。 

 

５．日本にある BOP ビジネスの源流 

５－１．BOP ビジネスの原型－ヤクルト・レディ 

 日本企業の BOP ビジネスへの関心と取り組みは、欧米企業と比べてかなり遅れている。

しかし、日本企業の中には、BOP ビジネスの認識なくして本業を追求し、結果として BOP

ビジネスになっている事例がみられる。また、基本的な考え方や理念が BOP ビジネスと合

致しており、現行のビジネスに修正を加えることで、比較的、容易に BOP ビジネスとして
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成功する可能性をもっている事例もある。おそらく、このようなビジネスは日本企業の中

に数多くみることができるであろう。その理由は、日本企業の経営に対する考え方が、BOP

ビジネスと親和性が高い点にある。 

日本企業の経営に対する考え方、日本型企業統治という観点からすると、日本企業のほ

うが、欧米企業、少なくとも英米企業よりは、はるかに BOP ビジネスに適した特性を備え

ており、BOP ビジネス成功に高いポテンシャリティを有していると考えられる。以下では、

ヤクルトの事例分析を通して、日本企業の潜在的能力と可能性について検討する７。 

 1963 年に日本で始められたヤクルト・レディによる宅配は、女性への雇用機会の創出と

健康維持という 2 点において、大きく社会に貢献してきた。本業としてヤクルトの販売を

追及することは、企業に利益をもたらすのみならず、社会にも利益をもたらし、まさに企

業利益と社会利益を同時に実現してきたといえる。ヤクルト本社は、「ヤクルト・レディに

よる宅配」を BOP ビジネスという認識のもとに展開してきたわけではない。とはいえ、BOP

ビジネスの源流の一つが、今から 45 年前にさかのぼるヤクルト・レディにあるといえる。 

 最近 BOP ビジネスの好例として、グラミン・ダノン社のグラミン・レディによるヨーグ

ルト販売が取り上げられることが多い。この合弁事業は、バングラディッシュのグラミン

銀行とフランス食品会社ダノンによる世界初の多国籍ソーシャル・ビジネスといわれて、

注目を集めている８。この世界初の多国籍ソーシャル・ビジネスの主役グラミン・レディの

原型になったのは、まさにヤクルト・レディであった。 

 ヤクルト本社専務取締役国際本部長を務めていた平野博勝は、ダノン・アジア太平洋地

域担当副社長（当時）のサイモン・イスラエルに、ヤクルト方式について説明し、議論す

る機会をもっていた。それを通して 2004 年、平野は、ダノン・グループの社外取締役に就

任９。3 年の在任期間中、2 ヶ月に一度の取締役会や年一度の全世界戦略会議を始めとする

その他多くの機会を捉えて、ヤクルトの創業の理念とヤクルト方式についてダノン側に説

明を繰り返した１０。サイモン・イスラエルの後継者で、グラミン・ダノン・プロジェクト

のリーダー、エマニュエル・ファベル・アジア太平洋地域担当副社長（当時）とも頻繁に

議論する機会があったという。 

その頃、ダノンの市場戦略は完全に行き詰っていた。理由は３つ。ネスレを筆頭とする

競合他社との競争激化。流通業者によるプライベートブランド商品の販売開始。サルコジ

仏内務相（当時）による中小業者保護のためのグローバル・ブランドに対する販売価格の

値下げ要求。このような状況に直面し、ダノンは新しい事業モデルを探らざるを得ない状

況に追い込まれていた。 

こうした中で、平野を通してヤクルト型のビジネス・モデルを理解したダノンは、小規

模生産による小規模エリアでの流通システムがビジネスとして成り立つかどうかについて、

西アフリカと東欧で試行した。ダノンがそれまで行ってきた大型流通ネットワークによる

市場攻略に比べて、コストも手間もかかると考えられていたヤクルト方式を試したのであ

る。 
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これによって、ヤクルト方式が、発展途上国の近代的流通経路を備えていない市場への

参入に効果的であり、固定客をつかむことに有効であることを理解したダノンは、次にグ

ラミン銀行と手を組み、バングラディッシュでのグラミン・ダノン社設立へと至った。平

野は、グラミン銀行創立者ユヌス（2006 年度ノーベル平和賞受賞者）が出席するダノンの

会議にも同席している。 

 

５－２．ヤクルトの海外進出 

現在ヤクルト本社は「世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献する」という企業理

念のもとに、31 カ国・地域で事業展開している(2008 年 12 月末現在)。ヤクルトの海外進

出は 1964 年に台湾からスタート。今日では全世界での 1 日の販売本数は 1640 万本に達し

ている。そのうち発展途上国での販売は約 60％を占め、そこではヤクルト・レディーが大

きな役割を果たしている。 

図３：ヤクルトの海外事業展開 

 
（資料）『ヤクルト社会環境レポート 2008』 

 

ヤクルト本社の海外戦略の特徴は、他の多くの日本企業が、高い製品開発力とすぐれた

製品によって、先進国市場の攻略へと向う中で、「創業の理念」に基づいて発展途上国へと

向った点にある１１。この理念とは、以下の通りである。第一に、治療医学よりも、予防医

学が大事である。つまり、病気にかかり難い身体をつくることが、健康維持では先決。第

二に、腸系伝染病や難治性下痢などに有効な「科学された商品＝ヤクルト」を提供するこ

とによって、その地域の公衆衛生の向上と人々の健康に貢献する。 

このような創業の理念に基づいた海外進出は、次のように展開されてきた。第一に、先

進国（医療強者国）よりも、発展途上国（医療弱者国）を優先する。台湾や韓国も進出当

初は、発展途上国であった。第二に、進出先では、まず健康強者である上層社会よりは、

健康弱者である中流以下がターゲットとして優先されるべきであり、最優先はスラム社会
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である。第三に、ヤクルトは渇きを癒すための単なる清涼飲料ではなく、飲用目的を十分

に理解した上で飲む必要がある。そのためには商品の正しい説明が不可欠であり、地域で

信頼されるヤクルト・レディーによる宅配が最も効果的である。その上、女性の就業機会

が少ない発展途上国に雇用機会も提供できる１２。 

このように、発展途上国でのヤクルト・レディによる販売は、創業の理念に基づいた当

然の事業形態であり、本稿で取り上げる BOP ビジネスである。こうしてヤクルト・レディ

方式は、アジア地域や中南米地域に広く普及するようになっている１３。とはいえ、その道

のりは決して平坦ではない。フィリピン、シンガポール、メキシコ、香港は、どこも一度

は経営不振に陥り、平野をチーフとする再建チームが送り込まれた。次に、その一例であ

るフィリピンにおけるヤクルト再建の軌跡をみてみよう。 

 

５－３．フィリピン・ヤクルト再建の軌跡 

ヤクルトがフィリピンに進出したのは、1978 年。その当時、すでに台湾では１日当たり

の販売本数が 100 万本を越えており、「ヤクルトが流行の伝染病などに対して、公衆衛生上、

とても効果がある」との評価を得ていた。それをフィリピン華僑の李氏が、華僑ネットワ

ークを通じて聞きつけ、フィリピンへの進出を打診してきた。ヤクルト本社では、赤痢を

始めとする伝染病流行に悩むフィリピン社会の実情を鑑み、ヤクルトの創業理念にそって

進出を決断。李氏と合弁契約を結び、現地法人を設立。出資比率は、現地法によって、日

本側の 40％に対してフィリピン側は 60％であった。  

こうして進出したフィリピンでは、1978 年の進出当初、一日当たりの販売本数が 32,800

本。ところが、わずか 3 年後の 1981 年には、一日の販売本数が 17,000 本へとほぼ半減し、

撤退の危機に直面した。その理由の多くは日本側にあり、現地マーケットの調査不足と、

現地事情を無視した日本方式の押し付けにあった。 

フィリピンでも日本同様、ヤクルト・レディを採用して、月決め集金方式でスタート。

現地の就業機会に恵まれない女性たちは、仕事に飛び付くが、月決め集金という習慣が全

くないフィリピン人に、その仕組みは理解されなかった。お客の不払いに加えて、ヤクル

ト・レディの会社への不払いという事態が続出した１４。 

そこで、ヤクルト本社から平野博勝営業部次長（当時）をチーフとする日本人４人（の

ち 2 人追加）が再建を託されて現地へ赴いた。「日本人はフィリピン人より量において 3 倍、

質において 10 倍の仕事をする」という平野の方針の下、彼らはスラム社会を走り回り自己

犠牲を払い、一丸となって再建に必死の努力をした１５。その結果、販売本数は徐々に回復

し、その後、軌道に乗って伸びはじめた。 

こうして1984年には単年度黒字を達成し、ついに1987年には累積赤字一掃を果たした。

2007 年には、一日の販売本数が 100 万本を突破。30 年の歳月を経て、販売本数は 30 倍へ

と伸びたのであった。フィリピン側の日本側に対する不信が最高潮に達していた時に、現

地社員の給料も払えないような中、日本人社員の自己犠牲と奉仕精神を頼りとして始まっ
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た再建活動が、ついに大きな実を結んだのである。 

このフィリピン・ヤクルト再建の立役者である平野は、今では founder（創立者）と呼ば

れ、その功績が現地の社員達によって称えられている。平野はフィリピン・ヤクルトの再

建当時を振り返って、こう語っている。「社会に何か意味のある事、何か役に立つ事、何か

喜ばれる事をやり続けていれば、自分や家族さらに現地社員とその家族の心も生活も安定

し豊かになる」と。ここには、社会の役に立つという強い使命感がうかがえる。香港ヤク

ルトの森拓朗は、別の表現でこう述べる。「仕事をするのは、金銭による動機付けと、使命

感による動機付けによってですが、ヤクルト社員の場合は、人々の健康に奉仕するという

使命感の比率が大きいと思います」１６。ヤクルトの社員には企業理念が浸透し、強い使命

感をもっていることが分かる。利益先行型企業ではなく、理念先行型企業としての色彩を

色濃くもっている１７。 

このことは『ビジョナリー・カンパニー』のキー・メッセージとも合致している。つま

り、「明確なビジョンを守り続けた企業は、利益だけを追求した企業よりも繁栄を続けた」

ということである(Collins and Porras, 1997)。理念の大切さが改めて認識される。 

 

５－４．貧困層にも愛飲されるヤクルト 

2008 年現在、フィリピンでは毎日 136 万本のヤクルトが飲まれており、このうちの約

40％にあたる 52 万本が、ヤクルト・レディー2,400 人によって宅配されている。平均して

一人のヤクルト・レディーは、マニラ地区で一日に 250 本、地方部では 140 本を販売し、

全国合計で毎日 360 万ペソ以上の売り上げに達している。首都マニラ地区では、毎日 1,000

本以上、地方でも 800 本以上を売り上げるヤクルト・レディーも数多くいるという。 

ヤクルトは現地の物価からすると決して安いとはいえないものの、貧困層にも多く飲ま

れている。マニラの北西部に位置するスラム地区のトンドには、34 名のヤクルト・レディ

がいて、地区全体で 1 日平均 7,920 本を販売（2009 年 2 月現在）。この地区の中のスモー

キー・マウンテンでも、2 名のヤクルト・レディが販売しており、1 日平均 458 本の実績を

上げている１８。       

図４：スラム地区トンドでのヤクルト・レディ 

   

（資料）フィリピン・ヤクルト江上健二氏提供 



 13 

ヤクルト・レディの収入をみてみると、月収 2 万ペソ以上が 11％、1 万から 2 万ペソが

42％、4 千ペソ以上 1 万ペソ以下が 47％となっている。大学卒初任給の約 8,500 ペソと比

較すると、かなりの収入を得ていることが分かる。 

ヤクルト・レディの平均年齢は 45.6 歳で、最高齢は 74 歳までと幅広く、多くの女性に

仕事の機会を提供している。こうして女性の就業機会が少ないフィリピンに、大きな雇用

効果をもたらし、人の健康メカニズムに関する研修などを通じて、地域女性の能力向上に

も一役買っている。ヤクルト・レディの採用にあたっては、何よりもファミリー・バック

グラウンド（家庭環境）が重視され、一般的には中流の下くらいに属する女性が採用され

ているという１９。 

フィリピン全体で 65％ぐらいが貧困層と推計される中で、雇用機会の提供と共に、ヤク

ルトは健康維持に貢献している。２、３ペソの飲料が一般的な中で、ヤクルト１本７ペソ

（＝16.8 円２０）は、貧困層の人々にとって決して安価とはいえない。それにもかかわらず、

なぜヤクルトが、これほどまでに飲まれているのであろうか。 

その理由の第一は、衛生状況が悪いために、貧困層の人々は下痢や赤痢に悩まされてい

るにもかかわらず、医師の処方する薬は高価で手が届かないことにある。腸系疾病の予防

として薬代わりに飲まれることが多く、薬を買うよりは病気予防のためのヤクルトの方が

安いのである。医師がヤクルトを処方するケースも多々あり、多くの人々にヤクルトの効

果が信じられている。 

第二に、ヤクルトの味は子供たちにも好まれており、わずかなお金しかなくても親は我

慢して子供たちに買ってあげる。子供に飲ませていることが、親の誇りとなっているケー

スもあるという。 

第三に、スラム地区ではお互いに助け合う風潮がある。このため、地区内の顔見知りが、

ヤクルト・レディとして宅配していると、互いに信頼して購入してくれていることも多い

という。 

進出から 30 年、フィリピン・ヤクルトは、雇用効果と健康効果という 2 つの大きな効果

をフィリピン社会にもたらし、地域社会と共に成長を遂げている。こうして企業利益と社

会利益の同時実現に成功している。 

 

６．日本企業の潜在的能力と可能性  

BOP ビジネスの特徴は３つ。第一に、慈善事業ではなく本業であるということ。つまり

収益のある事業として長期にわたって持続可能であること。第二に、BOP 層のかかえる社

会的課題（貧困削減、環境改善、生活向上）を、革新的で効率的なビジネスの手法で解決

すること。第三に、現地の人々をパートナーとして、価値を共有すること。 

BOP 市場の開拓は、長期間にわたって本業として本腰を入れて取り組まなければならず、

一時的な取り組みであったり、上辺だけの見せかけであっては果を結ばない。したがって、

BOP 市場で継続して利益を出せることがカギとなる。CSR のためのプロジェクトは、利益
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を最大化する企業の慈善的な見せかけであることも多いと、ユヌスは CSR を喝破する２１。

この程度の取り組みでは BOP 市場は攻略できない。BOP ビジネスは、CSR とのかかわり

で論じられることも多々あるが、決して CSR 活動の範疇にとどまるものではない。CSR と

いう考え方は、欧米企業から出てきたものであり、多くの日本企業の場合、ことさらに CSR

を言わなくても、もともとそのような考え方にそって事業を行ってきている。 

長期的視点をもって、現地の人々をパートナーとし、価値を共有して、現場で課題解決

に取り組むことによって初めて BOP ビジネスは成功する。つまり BOP ビジネスの成功要

因は５つ。①明確な企業理念、②強い使命感、③長期的視点、④現場志向、⑤優れた商品・

サービスにある。これらなくして、BOP 層の求める商品・サービスを開発・提供し、継続

して収益を得ていくことは不可能である。 

これまで日本では BOP ビジネスの研究がほぼ皆無に近かったので、事例として取り上げ

られてきたのは、もっぱら欧米企業であった２２。現在までに紹介されてきた日本企業の事

例は、ごく少数である２３。しかし、日本型企業統治の考え方や日本企業が本質的に有する

特性を、BOP ビジネスの成功要因に照らし合わせて考えてみると、日本企業のほうが欧米

企業、少なくとも英米企業よりは、BOP ビジネス向きの素地をもっていることが分かる。 

英米型企業統治の考え方からすると、企業の目的は単純明快２４。すなわち、株主にとっ

ての価値つまり株価を最大限に高めることであり、株主の利益が最優先される。主たる参

加者は、第一に株主、第二に経営陣、第三に取締役会であり、ここに従業員やその他の利

害関係者が登場する余地はない２５。短期間に利益をあげ株価を上昇させるという英米型企

業の目的は、BOP ビジネスの成功要因とはまったく相容れないであろう。 

これに対し、日本型企業統治の考え方では、企業の目的は、利益の極大化や株主の利益

は、もちろん重視されるものの、それ以上に長期的な維持と繁栄にあり、共同体としての

生命を永続させていくことである。「アメリカの企業統治は、株価を最大限に高めることに

専念し、CEO が自己利益をほぼ自由に追求できるものになっており、短期的にはたしかに

株価が上昇するものの、会社の未来を売り渡す結果になっている。会社の関係者のうち、

経営陣を除く全員の将来を売り渡し、社会の大部分の将来も売り渡す結果になっている」２６

とアベグレンが非難する米国企業より、共同体、コンセンサス、長期的利益を重視する日

本企業のほうが、はるかに BOP ビジネスにおける高い可能性と潜在的力をもっているとい

えるだろう。 

中でも、ヤクルト本社を日本企業による BOP ビジネスの原型とする理由は、次の通りで

ある。1970 年代後半から 1980 年代にかけて、多くの日本企業が、高い技術力と製品開発

力、それによる高品質を実現し、先進国市場の攻略へと向う中で、ヤクルト本社は、創業

の理念に基づく独自の海外戦略により発展途上国へと向ったことにある。そこには、いま

流行りの「企業の社会的責任」という考えなど存在しなく、BOP ビジネスという事業モデ

ルもなかった。しかし、ヤクルト本社の確固たる創業の理念、強い使命感、長期的視点、

現場志向、科学に裏打ちされた優れた商品（＝ヤクルト）という５つの強みが、貧困層を
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市場として攻略し、本業を通じた社会貢献を可能にしたのである。その結果として、ヤク

ルトは企業利益と社会利益を同時に実現してきた。本業を通して社会的課題を解決する

BOP ビジネスの典型的なモデルである。 

これら５つの強みは、何もヤクルト本社のみに限ったわけではなく、多くの日本企業が

本質的に有している特性である。日本企業のもつ企業理念や使命感の中核には、共同体的

思考がある。これは近江商人の「三方良し」という普遍的な経営理念によってもあらわさ

れてきたように、日本の企業経営の底流に脈々と流れ続けている。つまり、商取引は売り

手と買い手のみならず、社会全体の幸福につながらなければならないという経営理念であ

り、その起源は 1754 年にまで遡る２７。今日流の表現を用いるならば、すべてのステークホ

ルダー(利害関係者)に利益をもたらすビジネスが、日本企業の本質であり強みである２８。 

欧米における BOP ビジネス研究では、UNDP（国連開発計画）の GSB(Growing 

Sustainable Business)プログラムや米国 USAID といった公的機関からの支援を企業が受

けて、NGO と組んで BOP ビジネスを展開する事例が数多く紹介されている２９。しかし、

日本企業では、このようなアプローチを取っている事例は数えるほどしかない。BOP ビジ

ネスとの認識すらなく本業を追及しているのが日本企業である。日本企業の場合、もとも

と途上国への進出にあたって、現地のすべてのステークホルダーに利益をもたらすビジネ

スを志向してきている。欧米企業に先行して日本企業は貧困層市場へと向い、BOP ビジネ

ス型の本業を追求していた。BOP ビジネスの源流は日本に端を発し、その原型は日本企業

にある。 

とはいえ、日本企業がみな BOP ビジネスの資質をもっているわけではない。個人に、そ

れぞれの性格があり、得て不得手があるように、企業にも性格があり、得て不得手、向き

不向きがある。BOP ビジネス向き組織文化をもっている企業と、そうでない企業がある。

特に BOP ビジネスには、常に現場を重視し、そこに答を見つけ出そうとする姿勢が不可欠

になる。日本の製造業企業では、管理職が現場に入り、そこで従業員と共に仕事をするこ

とは特別なことではない。ところが、他国企業ではこのようなことはなく、マネジメント

を専門に担う管理職が現場へ出向いていくことは決してない。まして、マネジャー・クラ

スの人間が、スラム街へと足を踏み入れることなど有り得ないであろう。これを厭わない

のが日本人であり、ここに BOP ビジネスでの大きな勝機がある。 

「ヤクルト・レディの真似をしたチャミトー・レディ（ネスレ）がいます。決定的な違

いは、私達日本人が現場まで行くということです。そして直接的に理解者を増やしていく

のです」３０というところに、日本企業の BOP ビジネスへの適性がうかがえる。 

 

７．BOP ビジネスの誤解、限界、課題 

企業利益と社会利益を同時に実現するという極めて魅力的で挑戦的なビジネスではある

が、はたしてどの程度、実効性があるのだろうか。もちろん、BOP ビジネスが貧困削減の

決定打になるわけではなく、いくつかのアプローチのうちの一つであり、それらの組み合
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わせによって、貧困削減を進めていくしかない。そこでまず、BOP ビジネスをめぐる誤解

を指摘し、続いて限界と課題について検討しよう。 

 

誤解１．BOP を、あたかも人口 40 億人・市場規模 5 兆ドル（日本の実質国内総生産に相

当）の一つの巨大マーケットであるかのようなとらえ方は誤り。BOP と一口に

言っても、図５に示されるように、その実態は極めて多様で、一括りの議論はで

きない。 

誤解２．BOP ビジネスは、CSR の一環ではない。あくまでも中核事業としての位置付け

がなければ、BOP 市場を攻略できない。 

誤解３．BOP を、単なる次の有望市場としてとらえるのでは、BOP ビジネスとはいえな

い。「次なる 40 億人」が単なる市場ではなく、価値を創造する場に変えることが

BOP ビジネスである。BOP を消費者ではなく、生産者やパートナーとしてとら

え、そこで価値を生み出すことが鍵となる。 

 
 以上のような、これまでの議論で広く言われてきた誤解を指摘した上で、BOP ビジネス

の限界を検討してみると、以下の 3 点を指摘できる。 

 

限界１． BOP ビジネスの主たる対象は、貧困層の中でも所得が２ドルから５ドルの層で

ある。２ドル未満の絶対的貧困にあえぐ層にまでは、なかなか到達できない。 

限界２．汚職と腐敗が蔓延し貧困層が捨て置かれている 70 ほどの途上国では、指導者 

たちは貧困の削減に関心も意思もなく、多国籍企業主導の新しいプログラムを

歓迎しない。 

(Source) Hammond, et al., (2007), p19  

図５：多様な形の貧困層ピラミッド 
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限界３．大多数の多国籍企業は、BOP 以外の既存市場で競争にしのぎを削っている。経

営幹部の関心、姿勢、行動を、BOP に向けさせることは容易ではなく、さらに

限りある経営資源（特に優秀な人材）を BOP に振り向けてはいられない。 

 

誤解と限界が明らかになった次に、日本企業が BOP ビジネスを展開していく上での課題

は何か。これには戦略上の課題と政策上の課題が考えられる。 

戦略上の課題は、なんといっても、限られた人にある。BOP 市場開拓のための人材が十

分にそろっていないのである。現行のビジネスを、他国で展開するだけで精一杯なことが

多く、ターゲットをBOP層に変えて新たに事業を始められるほど、人的資源に余裕がない。

日本企業の場合、人、モノ、カネという経営資源から考えたときに、BOP ビジネスに参入

できるだけの優れたモノと十分なカネはあっても、適性をもった人が不足しているのであ

る。 

BOP でビジネスチャンスをものにするには、その現場に優秀な精鋭社員を派遣し駐在さ

せなければならない。スラム街でビジネスができる人材はそう多くはなく、それに振り向

けられるだけの人を抱えている企業は少ないであろう。つまり BOP の意義を理解してはい

ても、そこに参入する余裕はなく、あえてそうする必要もないのである。 

例えば、その一例として公文式で有名な公文教育研究会があげられる。公文は「教育を

通じて世界平和に貢献」を企業理念として、現在 45 カ国・地域に展開している。BOP へ

の教育の重要性・必要性は十分に認識しており、公文が提供する教育サービスの質も高く、

BOP への参入は十分に可能ではある。米国のニューアークでは、地域コミュニティと連携

して、貧困層対象の教室を運営しており３１、これを途上国へと展開していくならば、BOP

ビジネスになりうる。 

しかし、現在の事業展開で手一杯であり、そこまでの余裕がないという。「私達の理念か

らすると BOP での展開は意義があり、重要であると考えていますが、現段階では、ミドル

層以上をターゲットとして新たな国へ展開していくだけで精一杯です。」３２公文は BOP ビ

ジネスの潜在的能力と可能性を十分にもってはいるものの、それを花開かせるまでには、

より多くの人材の育成が必要であろう。 

もう一つの課題として、NGO や現地企業家とのパートナーシップの構築がある。多国籍

企業は多様で豊富な経営資源と活動規模をもっており、他方で NGO や現地企業家は貧困層

市場における知識に精通し、インフラストラクチャーや人脈に強みをもっている。このよ

うなお互いの強みを相互補完的に活用することで、新しい BOP ビジネスが生み出されて来

ている。どのような相手とパートナーシップを組むかが、事業の成否の鍵となっている場

合が多い。 

これまで NGO を筆頭とする市民社会は、多国籍企業を敵対視してきた。発展途上国にお

ける企業行動の監視を通して、環境破壊や人権侵害に抗議し、不買運動をリードすること

で NGO は多国籍企業に対して大きな影響力を行使するようになっている。このため今や多
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国籍企業は市民社会の動向に関心をもち、その重要性を理解し、そこに大量の経営資源を

投入するまでに至っている。こうして 1980 年代、90 年代と対立してきた多国籍企業と NGO

との関係は徐々に変化してきており、対立から協調・協力を模索する方向へと向かいつつ

ある。 

この点において、日本企業は不慣れであり不得手である３３。企業と現地パートナーとの

橋渡しの仕組みを構築することは、BOP ビジネスの側面支援であり、BOP 政策として公的

セクターに求められるであろう。BOP ビジネスの可能性に注目が集まるようになり、そこ

から BOP ビジネスへの参入を促し、後押しするような機運が盛り上がってきている。この

動きをいかに持続させるかが、政策上の大きな課題である。 

現在、BOP ビジネスは第２ステージにさしかかっている。1998 年に着想された BOP は、

貧困層の課題解決に取り組む数多くの事例分析を進める中で、それらに共通する特徴を見

出し、それを適切にとらえることのできる概念として考え出された。それらの事例が初め

て一書に編まれたのが、Prahalad (2002)であった。ここで取り上げられている事例はいず

れも、自分達のやっていることをBOPビジネスであると認識して行ってきたわけではない。

従来にはない斬新な方法で貧困層のニーズに応え、直面する課題を解決しようとしてきた

に過ぎない。それが結果として BOP ビジネスと命名されたのである。後付で BOP ビジネ

スと呼ばれたに過ぎない。こうして自然発生的に BOP ビジネスが登場した。これが、BOP

ビジネス第１ステージ（BOP 誕生期）である。 

その後、BOP ビジネスの可能性 

に注目が集まるようになり、そこ

からBOPビジネスへの参入を促し、

後押しするような機運が盛り上が

ってきた。例えば、2005 年にコー

ネル大学がBOPビジネスの手引き

として、 Base of the Pyramid 

Protocol 1st Edition を公表した。

UNDP や USAID といった公的セ

クターもBOPビジネスを支援する

プロジェクトを開始した。そうし

て着想から 10 年。機は熟し、2008 年に BOP ビジネスへの関心が一気に高まった（表１参

照）。このような動きに対応して、日本でも遅れながらも関心を寄せる企業が徐々に増え、

2009 年から具体的な動きがみられるようになっている。ここにおいて、BOP ビジネス第２

ステージ（BOP 成長期）へとさしかかって来ている。この段階にきて、企業の戦略と政府

の政策との協調が求められるようになっている。 

企業の将来の競争力のために研究開発への投資が不可欠であるように、新市場を開拓し

競争に勝ち抜くために、BOP ビジネスへの長期投資は不可欠である。BOP と企業にとって

１．Creating Value for All: Strategies for Doing Business with the Poor
UNDP(国連開発計画) – Growing Inclusive Markets Initiative

２．Creating Wealth and Value at The Base of The Pyramid

CSR Europe （70多国籍企業＋欧州25カ国経済団体）

３．Business Call to Action

UNDP総裁 ＋ 英国首相

「Base of the Pyramid Protocol 2nd Edition」発表
「Nestlé Creating Shared Value」発表
「Unilever Sustainable Development Report 」発表
「Measuring Unilever‘s Economic Footprint」発表

2008年

1998年 Prahalad & Hart が、BOPを着想
2001年 USAID、 The Global Development Allianceを設立
2002年 『The Fortune at the Bottom of the Pyramid』出版
2005年 Cornell Univ. 「Base of the Pyramid Protocol 1st Edition」発表
2007年 『The Next 4 Billion』, 『Capitalism at the Crossroads』出版

１．Creating Value for All: Strategies for Doing Business with the Poor
UNDP(国連開発計画) – Growing Inclusive Markets Initiative

２．Creating Wealth and Value at The Base of The Pyramid

CSR Europe （70多国籍企業＋欧州25カ国経済団体）

３．Business Call to Action

UNDP総裁 ＋ 英国首相

「Base of the Pyramid Protocol 2nd Edition」発表
「Nestlé Creating Shared Value」発表
「Unilever Sustainable Development Report 」発表
「Measuring Unilever‘s Economic Footprint」発表

2008年

1998年 Prahalad & Hart が、BOPを着想
2001年 USAID、 The Global Development Allianceを設立
2002年 『The Fortune at the Bottom of the Pyramid』出版
2005年 Cornell Univ. 「Base of the Pyramid Protocol 1st Edition」発表
2007年 『The Next 4 Billion』, 『Capitalism at the Crossroads』出版

表１ 過去 10 年間の BOP
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共通の価値を創造するために、新しいビジネス・モデルを構築することは、日本企業にと

っても避けては通れない道であろう。 

 

                                                  
１ ここでいう貧困層とは、1 日５ドル(購買力平価換算)以下で暮らす人々。一日の所得が２ドル未満の人々

の全世界人口に占める割合は、1981 年の 66.％ 7 から 2001 年の 52.9％ へと約 15 ポイントの減少を

示しているものの、中国を除くと、この減少幅は小さくなり、58.8％ から 54.9％ へと約４ ポイントの

減少にしか過ぎなくなる。1 日２ドル(購買力平価換算、以下同様)未満で暮らす貧困層が、世界には今も

約 28 億人いる。これは世界人口の約 53％に相当する(World Bank, 2005)。 
２ GSB プログラムの詳細については、「Growing Sustainable Business for Poverty Reduction」のウェブ

サイトを参照。http://www.undp.org/partners/business/gsb/index.shtml 
３ 以下を参照。http://www.meti.go.jp/committee/notice/0006208/0006208.html 
４ 「共創」に該当する英語としては、co-create (Brugmann and Prahalad, 2007)や co-invent (London and 

Hart, 2004)が使われている。 
５ Hammond, et al.(2007), p53 に事例が紹介されている。 
６ Hammond, et al.(2007), p101 に事例が紹介されている。 
７ 本事例分析は、以下の各氏へのインタビューに依っている。ご協力いただいた平野博勝（元ヤクルト本

社専務取締役国際本部長）、成田 裕（ヤクルト本社国際部取締役）、大塚 琢（ヤクルト本社国際部）、

江上健二（ヤクルト・フィリピン）、森 拓朗（香港ヤクルト）、Jocelyn Morata（ヤクルト・セブ・オ

フィス社長）の各氏に、心より感謝申し上げる。 
８ Yunus(2007), p.xvi 参照。ソーシャル・ビジネスと BOP ビジネスは、共に社会的課題の解決を目的とし

ているが、利益の分配の仕方では異なっており、厳密には両者は同じとはいえない。 
９ 1985 年以降、ヤクルトの国際戦略を統括し、国際事業本部を指揮しながら、海外現地法人（韓国、フィ

リピン、インドネシア、ヨーロッパ、オーストラリア他）の社長および会長を歴任し、ヤクルト本社専

務取締役国際本部長。2004 年ダノン・グループ取締役に就任。 
１０ 以下の記述は、平野博勝氏へのインタビュー（2009 年 6 月 2 日）より。 
１１ 以下の記述は、平野博勝氏からの email（2009 年 6 月 1 日）より。 
１２ ヤクルト・レディーは、パートタイマーやアルバイトといった契約社員ではなく、個人事業主として働

いており、ヤクルト本社から販売を委託された小売店とほぼ同じ関係にある。 
１３ ストレス社会における成人病や難治性腸症候群などの先進国病にヤクルトが有効であるとの研究結果

によって、欧米諸国へも進出。しかし、これら先進諸国では、ヤクルト・レディによる宅配は行われて

いない。 
１４ この点については、毎日の売り上げを、その日のうちに入金しないと、翌日分の商品(ヤクルト)が提供

されないという方式に変えることで解決した。 
１５ 平野博勝氏へのインタビュー（2009 年 1 月 23 日）より。 
１６ 香港ヤクルト森拓朗氏へのインタビュー(2009 年 3 月 26 日)より。 
１７ 成田裕氏（ヤクルト本社国際部取締役）へのインタビュー（2009 年 8 月 11 日）より。 
１８ ヤクルト・フィリピン江上健二氏の提供資料（2009 年 4 月 1 日）より。 
１９ ヤクルト・セブ・オフィス Jocelyn Morata 社長へのインタビュー(2009 年 3 月 24 日)より。 
２０ 2008 年 3 月末日の為替レートを使用。 
２１ Yunus(2007), p.145 参照。 
２２ 欧米企業による BOP ビジネスの代表的な研究成果に Hammond, A. L., et al, (2007) がある。 
２３ 数少ない日本企業の BOP ビジネスの事例として、よく取り上げられるものには以下がある。しかし、
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厳密には必ずしも BOP ビジネスとはいえないものも含まれている。ヤマハ発動機「浄水器」

(http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/craftsmanship/technical/publish/no36/pdf/ts_09.pdf）、住友

化学「蚊帳－オリセットネット」（http://www.sumitomo-chem.co.jp/csr/africa/olysetnet.html）、キー

コーヒー「トラジャコーヒー農園」（http://www.keycoffee.co.jp/contents/toarco.html）、三菱商事「ア

ルミニウム製錬工場」（http://www.mitsubishicorp. com/jp/ja/about/ad/foryou/ ad060112.html）があ

る。 
２４ 以下での企業統治に関する議論は、Abegglen (2006) Chapter 7 を参考にしている。 
２５ Monks & Minow (2008)を参照。 
２６ Abegglen (2006), p139 より引用。 
２７ 「三方良し」の起源は、以下を参照。http://www.shigaplaza.or.jp/sanpou/ethos/source.html 
２８ 例として次のような発言がある。「安定した生産体制を確立させ、将来のビジネスを拡大させるために

は、社会基盤の整備が不可欠である。CSR 活動は慈善事業ではなく長期的な投資である」（ハリー・ガ

ゼンダム南アフリカトヨタ副社長）、「海外でのビジネス活動は、その国の土地や人材など、資源の提供

を受けなくては成り立たない。その資源を提供する地域社会の発展を促すことは、その土地で活動する

企業の責任でもある」（是永和夫三菱商事ヨハネスブルグ支店長）。 
２９ USAID (2006), UNDP(2008)を参照。 
３０ 成田裕氏（ヤクルト本社国際部取締役）へのインタビュー（2009 年 8 月 11 日）より。大塚琢氏（ヤ

クルト本社国際部）によると、フィリピンにはチャミトー・レディ（ネスレ）、中国には飲楽多レディ

（飲楽多）がいるという。 
３１ Kumon Math and Reading Center in Newark については、以下を参照。http://center.ikumon. 

com/showpage.aspx?url=92173 
３２ 井上健志氏（公文教育研究会広報室）へのインタビュー（2009 年 1 月 30 日）より。 
３３ 菅原秀幸・加藤誠久(2006)では、多国籍企業への市民社会セクターの影響を定量的に分析した。日本、

北米、欧州、アジア企業合計 8470 社を対象にして、CSR 担当者にウェブ上でのアンケートに回答を依

頼し、そこで得られた 350 社からの回答の単純集計結果の一部は、表２に示す通りである ここからも、

欧州企業、米国企業と比較して、日本企業の市民社会セクターに対する姿勢・意識の違いが明らかに分

かる。         表２ 日本・北米・欧州多国籍企業の回答結果 

79%80%67%市民社会に対する姿勢全般をみると、積極的である。

90%98%75%全体としてみて、戦略策定の際に、市民社会の動向を意識している。

60%56%46%非営利団体の存在は、御社の企業活動の説明責任をはたすために役立つ。

59%69%23%非営利団体と協力して環境問題を解決したことがある。

欧州北米日本

79%80%67%市民社会に対する姿勢全般をみると、積極的である。

90%98%75%全体としてみて、戦略策定の際に、市民社会の動向を意識している。

60%56%46%非営利団体の存在は、御社の企業活動の説明責任をはたすために役立つ。

59%69%23%非営利団体と協力して環境問題を解決したことがある。

欧州北米日本

 
（出所）菅原秀幸・加藤誠久(2006), p14 
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